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・労働法制中央連絡会

働く権利が

残業代も健康も失
ってしまう！

ブラック企業を合法化する悪法？!
あなたの時間が　　奪われる！

「仕方がない」とあきらめない！
労働時間の規制強化と安定雇用の確立を
●「労働時間規制を適用除外する新制度の導入」や「裁量労働制の対象
拡大・手続き緩和」は行わないこと。

●「正社員ゼロ・生涯派遣」につながる規制緩和は行わず、労働者派遣法を改
正して、「均等待遇」と「臨時的・一時的な業務への限定」を明記すること。

●解雇の金銭解決制度など、解雇しやすい仕組みづくりは行わず、整
理解雇の４要件を法律化するなど、解雇規制を強化すること。

　法改悪を止め現状を変えましょう。人間らしく働き暮らしていく
ために、「労働時間法制の規制強化と安定雇用の確立を求める国会
請願署名」に取り組んでいます。

　安倍政権は、労働基準法と派遣
法を、今国会で改悪しようとして
います。「労働時間の規制も休憩・
休日の保障もなしに、残業代ゼロ
で働かせ放題」「派遣自由化で正
社員減らし」がねらいです。私た
ちの時間も賃金も奪い、大企業の
儲けを増やして、過労死と格差を
広げるなんて許せません。

労働法制改悪反対署名にご協力を

　　今でも労働法は守られず、心身ともに疲れ果てながら働いている人は大勢い
ます。働く権利の地盤は軟弱なのに、安倍首相は、働くルールを定めた労働法を
「岩盤規制」と嫌い、穴をあけようとしています。
　今国会のターゲットは労働時間と派遣労働。財界と政治家で改悪を決め、労働
者の反対を押し切り、ことを進めようとしています。

ホームページからもダウンロードできます　http://www.zenroren.gr.jp/jp/housei/
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過労死促進 !?
残業代ゼロで働かせホーダイ

正社員減らし
解雇自由で節税も

労基法に大穴をあける
高度プロフェッショナル制

時間外労働を隠す「手品」
裁量労働制も拡大

派遣労働者で常用雇用を代替

派遣・請負の拡大と残業代不払いで、大企業は大儲けを拡大

　労働時間、休憩、休日や深
夜の割増し賃金に関する労働
基準法の規定をはずす働き方
を、新たにつくろうとしてい
ます。「自由に働ける」と言
いますが、業務量や目標は会
社が決めるので、長時間労働
は必至。過労死ラインを超え
たら医師の面接をさせます
が、過労死してからでは遅す
ぎます。
　高度な専門性、年収1075
万円の要件をつけています
が、違反のチェックは困難。
日本経団連は年収400万円ま
で広げたいとしています。

　労働時間規制を適用除外とする「高度プロフェッショナル制度」の
導入に反対します。

　労働基準法は、人たるに値する最低限の労働条件を全労働者に保障する法
であり、適用しない人をつくるなどとんでもありません。労働時間規正の緩和
は、昨年成立した、「過労死等防止対策推進法」の趣旨にも反します。
　ただ、今の労働基準法にも、労使が協定を結ぶと、残業時間の上限がなく
なってしまう欠陥があります。労働の原則「１日８時間・週40時間以内」がい
きるルールづくりのため、労働時間の上限を法律で定めるべきです。

　また、人間らしく働くためには睡眠はもとより、自由時間の確保が必要で
す。終業から次の始業まで11時間以上の休息時間をもうけているヨーロッパ
では当たり前の「インターバル制度」を、日本にも導入させましょう。
　いつもある業務は正社員で行い、派遣労働は一時的・臨時的な業務
に限定すべきです。

　派遣法で改正すべきなのは、派遣労働者の待遇改善です。正社員との均等
待遇を実現し、違法派遣があった場合は、派遣先企業の正社員と同一の労働
条件で正社員雇用をしたとみなすなどの改正が必要です。

　裁量労働とは、あらかじめ一定
の時間を働いたとみなす制度で
す。時間管理は労働者の裁量に任
すはずが、現実には始業時間を指
定され、長時間働いても残業相当
の手当は払われない違法が横行。
成果を求められ長時間働いてメン
タル不全に追い込まれる問題も起
きています。
　今は専門的19業務と本社の企
画、立案業務等に限定されていま
すが、安倍政権はこれを営業や企
画の実施管理業務へ拡大しようと
しています。
　不払い残業の合法化、長時間・
過密労働化に反対しましょう！ 

　派遣労働は正社員の替わりにしないよ
う、臨時的・一時的業務に限定され、原
則１年、最長３年の期間制限がありま
す。ところが安倍政権は３年ごとに職場
の「過半数代表」の意見を聴けば、たと
え反対されても、企業が派遣労働を使い
続けられる制度にしようとしています。
消費税の節税対策にもなるため、企業は
正社員を派遣にどんどん替えていく危険
性があります。
　派遣労働者は派遣先企業から「もう要
らない」と言われればおしまいです。労
働条件に不満があってもセクハラ・パワ
ハラにあっても苦情も言えず、契約更新
に不安を抱きながら働いています。今で
もひどい状態なのに、労働条件を改善す
る法改正はせず、身分が不安定で低賃金
のまま、派遣労働者を増大させようとい
うのが安倍雇用改革です。

労働時間 生涯派遣
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